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要約 

現在の新型コロナウイルス感染症に対する注意喚起や強制力を伴わない行動変容の呼び

かけを政府や地方自治体は政策以外にも行っている．そこでそういった新型コロナウイル

ス感染症に対する政策や普段の行政に対する支持がある場合，注意喚起などに従う傾向が

あるか重回帰分析によって検証した．結果として地方自治体の支持度が高ければ行政に推

奨されていた行動変容の度合いが高く，注意喚起に従う傾向が確認されたが，政府に関し

ては対照的に，支持度が高くなるほど行政に推奨されていた行動変容に反する形となって

いた． 
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1. はじめに 

現在の新型コロナウイルス感染症の感染拡大は様々な社会的，経済的影響を与えている．

その現状を鑑み，感染拡大の抑止に寄与すると考えられている，人々の行動変化に働きか

ける要因を調査しようと考えた．  

今回の新型コロナウイルス感染症に関する対策や行動変容の働きかけにおいて，政府以

外にも各都道府県知事を中心とした地方政府も積極的な対策を打っていた．そこで大阪府

のように全国区において話題になるような行政の新型コロナウイルス感染症対策から，全

国的には認知されていないが地方自治体が行っている新型コロナウイルス感染症対策や注

意喚起などを地方自治体は行っている中で，その政策に関する支持や，新型コロナウイル

ス感染症拡大前である普段の支持が実際に人々の行動変容へと結びついているのかを考察

することにした．比較対象として同様に政府の場合も分析し，地方自治体と政府との信頼

度の差が人々の自粛活動といった行動変容にどのような影響があるか考察することにした． 

 なお本稿は第２章で先行研究の紹介と仮説について，第３章で分析に用いたデータの収

集方法と調査方法について述べる．第４章では実際の解析結果を表し，第５章にてその考

察とまとめを行う． 

 

2. 先行研究と仮説 

 Alison & Susan（2010）によるとパンデミック時，国家への不安感や信頼は人々の行動

変容に影響を与えていることを示唆している．そこで政府や地方自治体といった主体に分

けた場合でも新型コロナウイルス感染拡大防止の注意喚起や行動変容の促進を行っている

ことから，もしも注意喚起の主体への支持度が高ければ，その注意喚起に従うようになり，

行動変容に繋がるのではないかと考えられる． 

仮説１：「新型コロナウイルス感染症に対する行動変容は，政府や地方自治体への支持度，

また新型コロナウイルス感染症に関する政策への支持度が影響する．」 

また，千田・荒井(2011)で述べられているように中央政府よりも地方政府に高い評価を

与えている人が多く，その要因である実際に行政との関係の中での経験による影響も地方

政府の方がより高い．そこで，より身近で経験によって評価を上げやすい地方政府の注意

喚起の方が，国と同様に様々な新型コロナウイルス感染症に対する対策を行っても国以上

に行動変容を促す影響力が強いのではないかと考えられる． 

仮説２：「新型コロナウイルス感染症に対する行動変容を決定する要因として国よりも地方

自治体の普段の支持度と新型コロナウイルス感染症に対する政策の支持度の方がより強く

影響する．」 
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3.調査方法 

 第２章で述べた仮説「新型コロナウイルス感染症に対する行動変容は，政府や地方自治

体への支持度，また新型コロナウイルスに関する政策への支持度が影響する．」をもとに

Yahoo! クラウドソーシングを用いてオンラインアンケートを作成した．アンケート調査

「新型コロナウイルスと行政に関する意識調査」では国や 2020年３～５月時点で居住して

いた都道府県の普段の行政や新型コロナウイルス感染症に対する政策に関する支持や政府，

自治体から注意喚起を受ける中で自身の新型コロナウイルス感染症に対する危険度意識や

行動の変化についての回答を受けた．その 511名の回答から分析を行った．また市町村な

どではなく，2020 年３～５月時点で居住していた都道府県が今回分析する地方自治体の代

表的な主体となる． 

 行動変容の度合いを表すために，注意喚起の中で推奨されていたマスクの着用増加，外

出頻度の減少，手洗い・消毒の増加を正の行動変容と捉えて，その合計値を行動変容変数

と定義し，その行動変容変数を被説明変数とした重回帰分析を行うことで行動変容の要因

と国や地方自治体の支持度の関係性を明らかにする．（Vincent et al., 2020; Annika et al., 

2020） 

 

4.分析結果 

 行動変容変数を被説明変数に、国と都道府県の普段の行政支持度，新型コロナウイルス

感染に対してどのくらい危機意識を持っているか，危機意識を持つ理由はダミー変数を

用いることで説明変数とし，性別と世代をコントロール変数とした重回帰分析を行った．

（Nejc & Boja,2020）（表１（１））国と都道府県の普段の行政支持度はともに１％水準で

有意であり，国と都道府県の共に普段の行政支持度が行動変容に影響を及ぼすことが示唆

される．だが、都道府県支持度と行動変容変数が正の相関なのに対し，国の支持度と行動

変容変数が負の相関を示しており，同様の行政機関であっても国か都道府県によって反対

の影響があることを表している． 

説明変数に国と都道府県の新型コロナウイルス感染症に対する政策の支持度を追加した

場合は，都道府県の普段の行政支持度が５％水準で有意であり，都道府県の新型コロナウ

イルス感染症に対する政策支持度は行動変容に影響すると言える．（表１（２）） 
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表１.行動変容変数を説明する国・都道府県の支持度や新型コロナウイルス感染症

に対する危機意識 

 

 

 国と都道府県の普段の行政支持度と新型コロナウイルス感染症に対する政策の支持度を

国と都道府県の主体別で合計を求め，その合計値を国の合計支持度，都道府県の合計支持

度という変数として定義をした．そしてその国の合計支持度と都道府県の合計支持度を説

明変数とした同様の重回帰モデルでの解析を行った．（表１（３））その場合には国と都
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道府県それぞれの合計支持度は５％で有意であるものの，都道府県の合計支持度が正の相

関なのに対し，国の合計支持度が負の相関という（表１（１））に似た結果となった．ま

た，国の合計支持度のｔ値が-2.824であるのに対し，都道府県の合計支持度のｔ値が 2.4

53 であることから，都道府県の合計支持度の方が，行政が推奨していた行動変容に正の影

響を与えていたことが示唆されている． 

 

5.結論 

 仮説１：「新型コロナウイルス感染症に対する行動変容は，政府や地方自治体への支持度，

また新型コロナウイルス感染症に関する政策への支持度が影響する．」については分析結果

（表１）からたしかに影響を与えていることは支持されている．しかし，地方自治体であ

る都道府県の支持度が正の相関であるのに対し，政府の支持度は負の相関であることから，

地方自治体の支持度が高くなると行政が推奨していた行動変容が行われていたが，政府の

支持度が高くなると行政が推奨していた行動変容とは反する行動変容になっており，仮説

立案時の行政に対する支持度によって注意喚起に従うという仮説は政府への支持度におい

ては棄却されたと言える． 

 仮説２：「新型コロナウイルス感染症に対する行動変容を決定する要因として国よりも地

方自治体の普段の支持度と新型コロナウイルス感染症に対する政策の支持度の方がより強

く影響する．」については，（表１（３））より地方自治体の支持度の方が国の支持度よりも

行政が推奨していた行動変容を後押しする要因としては強く作用していた．それどころか

仮説１の一部棄却理由と同様に政府への支持度は行動変容に反する形である． 

 つまり，都道府県のように地方自治体の普段の行政支持度や新型コロナウイルス感染症

対策政策の支持度が高ければ，行政の注意喚起に従い，推奨されていた行動変容に積極的

になるが，対して国の普段の行政支持度や新型コロナウイルス感染症対策政策の支持度が

高いと推奨されていた行動変容と相反する行動変容となった．本研究により同じ行政機関

にも関わらず、行動変容に与える信頼度の影響は大きく異なることが判然した．しかし，

国と地方自治体でなぜこの違いが発生しているかの原因はまだ不明のため，今後の研究課

題となる． 
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